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計 1,700 万 kWに達し、世界一をさらに更新している。米国は、風力エネルギー生産税控
除（Production Tax Credit：PTC）を導入し、2003 年末で風力発電設備容量は約 640 万
kWになった。PTCは、2003 年末期限切れとなっていたが、2005 年末まで延長する法案
が本年９月に連邦議会で可決された。
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２年間は、National Institute of 
Environmental Health Sciences
と、Michael J. Fox パーキンソン
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上を 500 ～ 700 万 kW、2020 年で
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日本（京大） 45人 日本 20、欧州 25
４本のアンテナと３軸磁場センサを持つ複合電場・磁
場広帯域受信機を搭載
大気分光撮像（MSASI） 日本（JAXA） 20人 日本 13、ロシア７
水星から放出される希薄ナトリウム大気の撮像装置を
搭載
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OSA：Optical Society of America のデータをもとに科学技術政策研究所で作成
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　図表 11　 ルータの伸び（２倍／ 1年半）とトラフィックの伸長に合わ
せたルータ処理速度の向上
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のSix City Study による死亡に対
する長期曝露影響に関する疫学研
究成果が 1993 年に New England 
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基準改定時に Regulatory Impact 
Analysis ９）を行い、環境基準を
達成することによって１年当たり
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　1993 年、 米 国 議 会 は GPRA
（Government Performance and 























of Management and Budget） が
公報に「レギュラトリー・サイエ
ンスのための査読方法に関する
提案（Proposes draft peer review 























































経済産業省遺伝子組換え生物管理小委員会第２回会合 2001年 11月 21日参考
資料をもとに作成
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